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経営の概念について

二　宮　豊　志

A Management Concept

Toyoshi NINOMIYA

Abstract

This essay hypothetically proposes a conceptual framework, which depicts a basic 

organizational concept, the rationality of a management decision process, management 

activities of each department, and management activity on the whole. The author would 

like to discuss various comments from readers on the proposed conceptual framework.
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１．はじめに

経営学を教える立場から，「“経営”とは何か？」という質問に，どのように答えるの

か，という点に関して，既存のいわゆる教科書的な書物を紐解いてみると，意外にも概念

規定がなされていないかあるいは単なる説明となっている書物が多く見出される。また，

概念規定されていても筆者の考えとは異なっている。そこで，本稿では，筆者なりの概念

規定をし，さらに経営活動の全体像を仮説展開する。
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２．経営活動とは

筆者なりの概念規定では，「経営活動」とは「組織目的を合理的に達成する活動」のこ

とである。以下，この経営活動に関する概念内容について，「組織」「合理性」「目的達

成」の三つに分解して展開する。

①組織

まず，「組織」に関する概念規定では，ほとんどの教科書では，バーナードの「組織と

は，一定の目的を達成する為に二人以上の人々の意識的に調整された活動ないし諸力の体

系である」が用いられている。ここでは，社会の構成単位という観点から規定をしている

が，基本的には同様という考えである。

我々が住んでいる社会は，個人と集団と組織で構成されている。この三つの概念を区別

すると，以下のように展開する。まず人数の規定では，個人は一人，集団は二人以上，組

織も二人以上で構成される。ここでは個人と集団・組織が区別でき，まだ集団と組織の区

別はできない。次に，目的の観点から規定すると，個人は個人目的を持っており，集団は

個人目的の集合であり，組織も個人目的の集合である。目的の観点の個人目的でも集団と

組織の区別はできない。しかし，組織にはメンバーの個人目的の集合以上に組織としての

共通目的の存在がある。この共通目的の観点から，共通目的を持っていない集団と共通目

的を持っている組織の区別が可能となる。

以上の点を整理すると，個人は一人であり，個人目的を持っている。集団は二人以上の

人数でそれぞれ個人目的を持って集まっている。そして，最後に二人以上の個人が個人目

的を持って集まり，さらにその実体に共通目的が生じた時に組織となる。このように，社

会は個人と集団と組織によって構成されており，この組織の共通目的を合理的に達成する

ことが経営活動である。

上記のことをもう一度説明すると，「個人」は，人間として一人の目的なり，動機，欲

求等を持って，それの達成，満足，充足の為に個人的な行動を起こすと捉えられる。

次に「集団」は，二人以上の個々人がそれぞれ別々の個人的目的や動機や欲求を持って

集まり，その個人的目的や動機・欲求を達成・充足させようとする実体のことである。こ

こではその目的達成や欲求満足の対象が共通であるが，その目的や動機・欲求自体はそれ

ぞれ個人によって別のものであると捉えられている。

さらに組織とは，二人以上の個人がそれぞれ個人的目的や動機や欲求を持って集まって

構成され，それぞれ個人的な目的や欲求を達成しようとするが，それが集団と異なるの
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は，そこでは何らかの調整が働いて組織としての共通目的が成立し，その共通目的を達成

するための協働活動と個人的活動が展開され，その結果として，個々人の目的や動機や欲

求が達成・満足・充足されている実体である。

とすれば，単純には個人と集団・組織の違いは人数の問題である。また，集団と組織の

相違は，単なる個人的目的の集合体である集団か，そこに個人的目的の集合体と共に組織

としての共通目的が存在するかどうか，ということになる。この共通目的の存在の有無

が，集団と組織の区別の基準である。

②合理性

経営活動における「合理性」とは，筆者なりの概念規定では，組織の目的達成活動にお

いて「効率性」と「効果性」の均衡を図ることである。この「効率性」とは，能率性・生

産性や経済性とも言い換えることができ，インプット（投入）とアウトプット（産出）の

比率のことである。インプットよりアウトプットの方が大きければ効率的・能率的・生産

的であり，その逆であれば効率性が低いということになる。また経済性の観点からみる

と，商品の交換過程では，価格より商品の価値が高ければ，消費者にとって経済的であ

り，企業にとっては商品より金額の価値が高いということになる。

一方，「効果性」とは，有効性や手段性あるいは目的の達成度のことであり，「効率性」

のような比率の見方を採らず，目的や結果あるいは手段という１つの基準で評価をするこ

とであり，アウトプットの評価であり，そのために必要とされたインプットと比較しない

見方であり，「効率性」とは異なる評価基準である。この「効率性」と「効果性」のそれ

ぞれの評価基準を向上させ，さらに二つのバランスのあり方が適切である場合に，経営活

動として「合理的」である。ここにおける均衡とは，組織の目的達成上の諸条件に適合し

たバランスの取り方という意味であり，均等という意味とは異なる。極めて単純な例でい

うと，営利目的の私企業体制では，このバランスにおいて「効率性」の方が重要となり，

サービス目的の公企業体制では「効果性」の方が重要となる，という捉え方である。

このバランスの良し悪しは，定量的に決定されるものではなく，定性的に決定される場

合も存在する。この定量的，定性的という観点からすると，効果性の場合は当然である

が，効率性の場合でも定量的に評価できるというものでもない。このことがいわゆる経営

の合理性は，限定的合理性であると言われる所以である。完全な合理性はあり得ないので

ある。この限定的合理性の中でいかに合理性を向上させるかが，経営活動における合理性

の意味である。

このような意味として合理的であれば，ゴーイング・コンサーン（継続事業体）とし

て，私企業（組織）は長期的に存続・維持・発展することが可能となる。この私企業の存
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続・維持・発展は，私企業にとっての究極的な目的となり，利潤の追求は私企業にとって

手段的な目的となる。つまり，利潤は企業の存続・維持・発展にとって最低限必要なもの

であり，その意味において重要なのである。つまり，利潤性としての「効率性」は，私企

業の意思決定においては部分的な存在であり，「効果性」と統合されて初めて私企業全体

としての「合理性」が達成されることになる。このように，私企業の「合理性」における

「効率性」は部分的なものであるが，利潤がなければ存続・維持・発展することも不可能

であるから，「効率性」は，私企業，公企業を問わずどの企業（組織）においても必要と

される経営活動の必須の指標の一つであり，「効果性」とのバランスの問題である。この

バランスを保ちながら効率性・効果性それぞれの向上を目指すのである。

ここで具体的な例をいくつか提示することによって合理性の内容を明らかにする。例え

ば，賞味期限の切れた商品をラベルの張替えをして販売する行為は，効率性を重視しすぎ

ていることとなり，効果性とのバランスを欠くことになる。この賞味期限の切れた商品

は，製造にコスト（インプット）がかかってはいるが，廃棄すると売り上げに貢献するこ

となくさらに廃棄コストもかかり，アウトプット（売上）に貢献できない。つまりこの賞

味期限切れの商品は，効果性として捉えられるべきものである。商品のみの合理性の評価

ではあるが，ある期間の売れた商品（効率性）と賞味期限切れの商品（効果性）のバラン

スを取るということは，期限切れの商品は廃棄をして，売れた商品との総合で利益を出し

ていくべきである。この問題が発覚すれば，利益どころか企業の存続の危険性にも発展す

る可能性もあるのである。この全体としての利益を大きくしていく方向性が合理性という

ことである。

また別の例としては，公害問題がある。企業が公害を出さない為に公害防止設備に投資

した場合，この投資は，コストがかかるだけで売上に何ら貢献することはない。企業の設

備投資には，このように売上に貢献しない投資（効果性）と売り上げに貢献するための投

資（効率性）が存在し，このバランスの上で業績向上を図るのである。もし，公害防止設

備に投資をしなければ，全体の業績は上がるが，公害問題で訴訟に発展すると企業の業績

どころの話ではなく，存続さえ危うくなる可能性もある。効率至上主義ではなく，効果性

を加味したバランスが重要なのである。これが公害防止設備の投資という観点の合理性の

捉え方である。

ラインとスタッフとの関係でも同様の見方ができる。ラインは業績に直結しているので

効率性の評価ができ，スタッフは業績には間接的にしか貢献できないので効果性の評価と

なる。この統合により組織全体の合理性が決まるのである。
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③目的達成

次に，「目的達成」であるが，この概念は自明のこととして前述してきたが，この目的

達成とは，組織としては目標達成，業績確保，目指すものを得ること，目指すところへ到

達すること等であり，これを個人としては，夢の実現，動機の満足，欲求の充足等として

捉えられる。

この目的達成活動は，経営学的には執行活動といい，あらゆる作業活動のことである。

つまり，部品や原材料の調達・購買活動，商品の仕入れ，生産・製造活動，販売・営業活

動，マーケティング活動，事務活動，研究開発活動等である。

これに対して，合理的活動は，経営学的には経営管理活動のことであり，前述の執行活

動を合理化する活動のことであり，筆者的には目的，理念，支配，政策，戦略，計画，組

織，調整，動機付け，統制活動のことである。

より具体的には，経営活動とは，ある特定の共通目的を合理的に達成する為に人々が集

まり，何らかの共有できる理念を形成し，その目的や理念の基に，資金，労働力，土地，

建物，機械，設備，原材料，情報，技術などの経営の諸資源を調達し，これらを統合して

財やサービスを生産し，それらを販売ないし提供する実体のことである。

３．経営活動の構成内容

前述のように経営活動は，目的達成活動としての執行活動（operation）と執行活動の

合理化活動としての経営管理活動（management）で構成される。この二つの活動をさら

に再分割すると以下のような諸活動から構成される。

まず，執行活動としては，経営資源としてヒト・モノ・カネ・情報がある。ヒトに関す

る活動は，人事・労務活動である。モノに関する活動は，調達・購買・仕入活動，製造・

生産・加工活動，販売・営業活動，マーケティング活動等で構成される。カネに関する活

動は，財務・経理・会計活動である。情報に関する活動は，情報処理・情報システム構

築・メンテナンス活動である。

その執行活動を合理化する活動が経営管理活動であり，段階毎の活動として経営目的・

経営理念・経営支配・経営政策・経営戦略・経営計画・経営組織・経営調整・動機づけ・

経営統制活動が列挙される。

この執行活動と経営管理活動に共通の基本領域に意思決定・コミュニケーション・リー

ダーシップ・環境適応活動がある。

以上の活動を理論体系化したものが経営学の全体像となる。つまり，個々の執行活動に

対しては，その「活動」に置き換えて「管理論」となる。すなわち，人事活動が人事管理
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論，生産活動が生産管理論，販売活動が販売管理論等となる。また経営管理活動について

は，論をつければすなわち経営目的論，経営理念論，経営戦略論等となる。基本領域も論

をつければよい，すなわち意思決定論，コミュニケーション論，リーダーシップ論等とな

る。

さらに学問体系となると，学問上の個別論が追加されることになる。入門・基礎論や本

質・原理論，方法論，文化・歴史的展開論，特殊・具体・応用論等が組み込まれるのであ

る。

上記の内容を表にしたのが以下である。参考として経営学の隣接諸科学を列挙してい

る。

・入門・基礎論：経営学入門，経営学，経営学総論，経営学基礎論

・本質論：経営学原理

・接近論（アプローチ）：経営学方法論（形式的接近）・経営学史（内容的接近）・経営統計論

・中核論：経営管理論

・経営要素的各論：

（ヒト）人事管理論・労務管理論

（モノ）購買管理論・生産管理論，販売管理論，マーケティング論，市場調査論（方法論）

（カネ） 財務管理論・経営財務論，管理会計論，原価計算論，原価管理論，財務諸表論，

簿記通論，会計学原理，監査論，経営分析論

（情報）経営情報論，情報管理論

・経営管理過程論・マネジメント・プロセス論：

　　　 経営目的論，経営理念論，経営支配論＝企業形態論・コーポレートガバナンス論，

　　　経営政策論，経営戦略論，経営計画論，経営組織論，動機づけ論（モチベーション論），

　　　経営統制論（マネジメント・コントロール論）

・基本領域的各論：意思決定論，コミュニケーション論，リーダーシップ論，環境適応論

・地域的・文化的各論：国際経営論，比較経営論，経営文化論

・歴史的各論：経営学説史，経営思想史，経営史

・特殊・具体・応用論：企業家論，中小企業論，ベンチャー・ビジネス論

経営学の隣接諸科学

：経営工学（経営工学概論，品質管理論，オペレーションズ・リサーチ）

：経済学 （経済学原論，国際経済論，日本経済論，経済政策論，金融論，財政論，

　　　　　産業経済論，中小企業論，経済発展論，経済史，労働経済論，労使関係論）

：政治学（政治学原論，行政学）
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：社会学（社会行動論，産業社会学）

：法学 （商法－会社法・株式会社法・会社更正法・破産法，民法－物権法・債権法，

　　　　労働法－労働基準法・労働組合法・労働関係調整法，有価証券法，

　　　　税法－法人税法，経済法－証券取引法・独占禁止法，著作権法・特許法，

　　　　社会法－健康保険法・公害対策基本法，民事訴訟法－訴訟手続・強制執行手続）

：心理学（組織心理学，社会心理学）

：文化人類学，社会人類学

４．おわりに

以上が「経営とは何か？」の概略的な答えである。極めて小さい論文であるが，仮説展

開のみというスタイルの論文である。これは筆者がこれまでの講義の中で展開してきた内

容であり，この小論文を読まれた読者に了解を得ようとするものである。経営活動は，本

論文の内容が基礎となり，すべての経営活動が展開するという主張である。この内容にコ

メントがいただけることを期待して本稿の終わりとする。
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